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平成 24 年 8 月 23 日 
各  位 
 

東京都台東区柳橋 1 丁目 4 番 4 号

リ ア ル コ ム 株 式 会 社 
代 表 取 締 役 C E O  谷 本  肇

（コード番号：3856 東証マザーズ）

問合せ先：取締役執行役員 CFO 山本 融

(連絡先 03-6864-4001（代表）)
 

 
（訂正・数値データ訂正）「平成 24 年 6 月期第 3 四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」 

 の訂正について 
 

平成 24 年 7 月 31 日付「平成 24 年 6 月期第 2 四半期、同第 3 四半期決算短信の訂正及び通期

会計処理の修正並びに業績予想修正に関するお知らせ」でお知らせしました通り、平成 24 年 6
月期第 2 四半期、同第 3 四半期決算短信の訂正作業を進めてまいりました。 
このたび、「平成 24 年 6 月期第 3 四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」について訂正作業が完

了いたしましたので、訂正内容についてお知らせいたします。 
訂正箇所が多数に上るため、訂正前および訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線

を付して表示しております。 
なお、訂正内容の概要につきましては、本日開示しております「平成 24 年 6 月期第 2 四半期、

同第 3 四半期決算短信の訂正の概要について」をご参照下さい。 
 

以上 



  

１．平成24年６月期第３四半期の連結業績（平成23年７月１日～平成24年３月31日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

  

  

３．平成24年６月期の連結業績予想（平成23年７月１日～平成24年６月30日） 

  

  

【訂正後】           

平成24年６月期  第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成24年５月15日

上場会社名 リアルコム株式会社 上場取引所  東

コード番号 3856 ＵＲＬ  http://www.realcom.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役ＣＥＯ （氏名）谷本 肇 

問合せ先責任者 （役職名） 取締役ＣＦＯ （氏名）山本 融 ＴＥＬ  03（6864）4001 

四半期報告書提出予定日 平成24年５月15日 配当支払開始予定日  － 

四半期決算補足説明資料作成の有無： 無         

四半期決算説明会開催の有無      ： 無       

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年６月期第３四半期  810  －  36  －  △1  －  △9  －

23年６月期第３四半期  522  △8.5  △48  －  △81  －  △11  －

（注）包括利益 24年６月期第３四半期 △9百万円（ ％） －   23年６月期第３四半期 4百万円 （ ％） －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

24年６月期第３四半期  △407.78  －

23年６月期第３四半期  △682.72  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年６月期第３四半期  1,145  318  26.8  9,162.38

23年６月期  288  △341  △121.2  △21,652.47

（参考）自己資本 24年６月期第３四半期 306百万円   23年６月期 △350百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年６月期  － 0.00 －  0.00 0.00

24年６月期  － 0.00 －    

24年６月期（予想）     0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

通期  1,388  98.3  30  －  10  －  1  －

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無     



４．その他 

新規 １社  （社名）WWB株式会社                        、除外－社  （社名） 

  

        

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続きが実施中です。   

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいており、リスクと不確実性を含んでいます。従いまし

て、今後の当社グループの事業領域をとりまく経済情勢、市場の動向、為替の変動等により、実際の業績が現状の業

績見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。 

  

※ 当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を実

施しました。当該株式交換は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）上

は「逆取得」に該当するため、当社の当第３四半期連結会計期間（平成24年１月１日から平成24年３月31日まで）及

び当第３四半期連結累計期間（平成23年７月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表は、WWB株

式会社が当社を取得したものとみなして、WWB株式会社を取得企業、当社を被取得企業としてパーチェス法を適用し

ております。この結果、前連結会計年度の連結財務諸表と当四半期連結財務諸表との間には連続性がなくなっており

ます。そのため、対前期増減率は記載を省略しております。  

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 有

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無     

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無     

③  会計上の見積りの変更                        ： 無     

④  修正再表示                                  ： 無     

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年６月期３Ｑ 33,477株 23年６月期 16,172株

②  期末自己株式数 24年６月期３Ｑ 2株 23年６月期 －株

③  期中平均株式数（四半期累計） 24年６月期３Ｑ 23,468株 23年６月期３Ｑ 16,172株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から回復基調となってきているものの、

欧州における信用不安や長期化する円高等により、経済全体の先行きに対する見通しは依然として厳しいものとな

っております。 

 こうした状況の中、当社グループは、前連結会計年度に懸案であった赤字海外事業の閉鎖に続き、収益力強化及

び財務基盤の強化を目指し、WWBとの株式交換契約を締結し、平成23年11月24日開催の当社臨時株主総会におい

て、リアルコム株式会社とWWBとの株式交換契約につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生してお

ります。本株式交換により、当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBの子会社化

を通じて、リアルコムは太陽光発電（ソーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続し

て収益を生み出す企業体を目指してまいります。なお、本株式交換は当社を株式交換完全親会社、WWBを株式交換

完全子会社とするものでありますが、「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」上は「逆取得」に該当するため、連結財務諸表上はWWBを取得企業、当社を被取得企業と

して、パーチェス法を適用しております。このため、当第３四半期連結累計期間においては、取得企業であるWWB

の平成23年６月１日から平成24年２月29日までの業績に、被取得企業である当社の企業結合日後の平成23年12月１

日から平成24年３月31日までの業績を連結しております。 

 当第３四半期連結累計期間における当社グループの事業の状況としては、当社単体（IT事業）においては第３四

半期に入りSharePoint関連事業の売上増加や収益を圧迫していたコンサル事業縮小に伴う外注費や不稼動人員の労

務費などの費用が収束したことによるコスト減効果等により第２四半期累計期間比で大幅な収益改善の傾向を見せ

たことにより、連結ベースでは36,316千円の営業利益となっております。事業収益以外においては、営業外費用と

して、グループにおける運転資金確保のための新株予約権による第三者割当増資に係る資金調達費用の計上等

3,357千円及び前連結会計年度における米国事業売却代金の回収遅延に伴う貸倒引当金繰入等17,952千円や特別損

失として事務所移転関連費用11,597千円等の計上を行っております。また、連結処理としてWWB株式会社との株式

交換により発生したのれんの償却費10,720千円を計上しております。結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は

810,337千円(前年同期522,409千円)、営業利益36,316千円（前年同期は営業損失48,589千円）、経常損失1,515千

円（前年同期81,887千円）、税金等調整前四半期純損失13,113千円（前年同期7,583千円）、四半期純損失9,569千

円（前年同期11,040千円）となっております。 

 また、報告セグメントについては、従来、当社グループはＩＴ事業の単一事業のみを営んでいたことから所在地

別情報を報告セグメントとしていましたが、第２四半期連結累計期間の報告セグメントより、当社が営むライセン

ス販売やコンサルティングサービスの提供に関する事業をＩＴ事業として、WWBが営む建機の仕入・販売に関する

事業を建機販売事業、太陽光発電システムの仕入・販売に関する事業を太陽光発電（ソーラー）事業として、新た

な報告セグメントの区分に変更することといたしました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

１．IT事業 

当社主力製品「KnowledgeMarket」の新規のお客様への導入や、MS事業におけるライセンス販売、SI、運用保

守等の結果、売上高は180,953千円（前年同期522,409千円）となりました。 

  

２．建機販売事業 

WWB社において、建機を国内及び海外に販売した結果、売上高は604,866千円となりました。 

  

３．太陽光発電（ソーラー）事業 

WWB社においてソーラーパネルを提供した結果、売上高は24,517千円となりました。  

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間末の総資産は、1,145,320千円であり、前連結会計年度末と比較して856,390千円増加

しております。これは主に、WWB株式会社との株式交換により受け入れた資産合計376,144千円及びのれんの増加

643,244千円によるものであります。 

当第３四半期連結累計期間末の負債合計は826,940千円であり、前連結会計年度末と比較して196,514千円増加し

ております。これは主に、WWB株式会社との株式交換により引き受けた負債合計295,110千円によるものでありま

す。なお、当第３四半期連結累計期間末における有利子負債残高は、596,442千円となっております。 

当第３四半期連結累計期間末における純資産合計は318,379千円（前連結会計年度末比659,875千円の増加）とな

りました。これは主に、WWB株式会社との株式交換により発生したのれん643,244千円が増加したこと等によるもの

であります。   

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円

を計上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の

債務超過になっております。当該状況により、前連結会計年度末において、当社グループにおいては継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、

WWB株式会社（以下、WWBという）との逆取得となる株式交換により、WWB株式会社の財務諸表に当社を被取得企業

とするパーチェス法を適用したことから、当第３四半期連結会計期間末の純資産については318,379千円の資産超

過となりましたが、損益の状況については経常損失1,515千円、四半期純損失9,569千円を計上しております。当第

３四半期連結会計期間においては、リアルコム単体の収益が回復したこと等により、連結の収益状況は改善傾向に

あるものの、当社グループにおいては依然として継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。当社グループは、当該状況を解消すべく各施策に取り組んでおります。  

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 WWB株式会社は、株式交換により完全子会社となったため、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めてお

ります。 

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

２．サマリー情報（その他）に関する事項
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 当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円を計

上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の債務超過

になっております。当該状況により、前連結会計年度末において、当社グループにおいては継続企業の前提に関する重

要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、WWB株式会社との逆

取得となる株式交換により、WWB株式会社の財務諸表に当社を被取得企業とするパーチェス法を適用したことから、純

資産については318,379千円の資産超過となりましたが、損益の状況については経常損失1,515千円、四半期純損失

9,569千円を計上しております。また、当社の借入金425,778千円については借入先とは６ヶ月毎に期日更新を行ってき

ており、現在の当社グループの手元資金及び今後１年間の資金繰り見込みにおいては、今後もこの借入金についての期

日更新が当社グループの事業継続の前提となります。当該状況より、当社グループにおいては継続企業の前提に関する

重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  

 当社グループは、当該状況を解消すべく、引き続き、以下の施策に取り組んでおります。 

  

（１） WWB株式会社との株式交換実施と今後の収益力への取り組み 

当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、リアルコム株式会社とWWB株式会社(以下、WWBという)と

の株式交換契約(以下、本株式交換契約という)につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生しており

ます。本株式交換により、当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBを通じて、リ

アルコムは太陽光発電（ソーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み

出す企業体を目指してまいります。 

  

（２） 本株式交換後の事業の進捗状況 

リアルコム単体においては、今年度に入り国内事業における選択と集中を進めてきた過程で、第２四半期累計期

間では営業損失を計上しておりますが、第３四半期以降においてはSharePoint関連事業での売上増加や経費構造の

改善、本株式交換によるWWBとの管理コストの共有化により、第３四半期累計期間の営業損失は縮小しております。 

WWBにおいては、既存事業である建機販売事業においては、円高の影響等により計画を下回っている状況ですが、

新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業では、J-PEC認証取得の遅れから事業の立ち上がりが遅れたものの、販

売体制の構築を徐々に進めており、実際に2月及び3月において各月70,000千円規模の受注を獲得（両受注分の売上

は３月計上）するなど、順調な立ち上がりを見せております。 

  

（３）財務基盤の強化 

①のれんについて 

本株式交換に際して会計上の処理として、逆取得になることにより発生したのれんについては、リアルコム単

体において収益改善を達成することにより、今期末においては、そののれんの価値を維持することが可能とな

り、その場合、連結財務諸表上資産超過の状況が見込まれ、当社の重要な課題であった債務超過が解消となりま

す。しかしながら、リアルコムの事業の状況の急激な悪化によりのれんの評価に重大な影響を及ぼし、債務超過

解消が達成出来ない可能性も残っており、リアルコム単体の今期業績達成が債務超過解消においては重要となり

ます。 

  

②資金繰りについて 

 リアルコム単体の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社

グループの事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 また、従前か

らの事業上の課題であったソフトウェア保守料収入の入金サイクルから生じる季節的な運転資金増加への対応と

いう問題は依然課題として残っております。例年ソフトウェアの保守料収入の入金の時期が4月及び5月末に集中

していることにより、12月から4月末にかけて運転資金増加による資金需要が発生することから同期間は資金タイ

トな状況にあります。本株式交換によるWWBとのグループ化によりグループ内での資金融通が可能となり、一部前

述の資金需要に対応はできるものの、WWBの事業の状況によってはグループ内の資金融通による季節運転資金の確

保が難しい状況となります。 

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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 WWBの資金状況については、前述のように足元、事業は堅調に推移しており、仕入資金確保についても、取引先

との決済条件の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行ってはいるものの、機動的に仕入の対応が可能

となる資金確保、もしくは事業が予定通り進捗しない場合の資金状況悪化に備えるための資金確保が必要な状況

となっております。 

 従って、グループ全体としては、リアルコム、WWBの両社における資金の機動的な融通、リアルコム及びWWBの

取引銀行との現在の返済条件の維持や今後の返済に関する協議を含めた協力関係維持を行い、また追加での資金

調達を行うことが、グループ全体として安定した事業運営のために必要であると認識しております。 

  

（４）資金調達について 

当社は平成24年3月27日付けで、MW投資事業有限責任組合を割当先とした、新株予約権発行及び同行使による調達

総額70,000千円の新株予約権の発行を行い、同日に新株予約権発行により19,600千円、3月31日に新株予約権一部行

使により20,394千円の調達を実行いたしました。残りの新株予約権について当社はMW投資事業有限責任組合に対し

て行使要請を行う権利を保有しており、平成24年6月末までに30,006千円を調達する予定であります。これらの調達

資金については、グループにおける運転資金及び事務所移転費用として活用する予定であります。 

  

しかしながら、上記施策については取組の途上であり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと

予想されることから、取組が予定通りに進捗しない場合には、当社グループの財務状況は悪化する可能性もあることか

ら、現時点では継続企業の前提に関する不確実性が認められます。 

  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。  
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（単位：千円）

  

４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

  
前連結会計年度 

(平成23年６月30日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成24年３月31日) 

資産の部         

 流動資産   

  現金及び預金 95,107 21,342

  売掛金   114,086 118,226

  商品及び製品   － 299,354

  仕掛品   2,698 570

  原材料及び貯蔵品   61 86

  その他 48,401 28,534

  貸倒引当金   △1,250 △870

  流動資産合計   259,105 467,246

 固定資産   

  有形固定資産   15,112 14,607

  無形固定資産   

   のれん   － 632,524

   その他   1,727 2,000

   無形固定資産合計   1,727 634,524

  投資その他の資産   

   関係会社長期貸付金 － 235,193

   関係会社長期未収入金   － 22,078

   その他   12,983 14,626

   貸倒引当金   － △242,956

   投資その他の資産合計   12,983 28,942

   固定資産合計   29,824 678,074

 資産合計   288,930 1,145,320
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（単位：千円）

  

  

  
前連結会計年度 

(平成23年６月30日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成24年３月31日) 

負債の部   

 流動負債   

  買掛金   25,084 80,970

  短期借入金 425,778 464,778

  1年内返済予定の長期借入金 － 26,370

  未払金   32,502 47,675

  未払法人税等   5,264 8,089

  未払消費税等   6,407 15,378

  前受金   122,217 37,351

  事業整理損失引当金   8,313 －

  その他   4,701 3,342

  流動負債合計   630,269 683,955

 固定負債   

  長期借入金 － 105,294

  その他   156  37,691

  固定負債合計   156  142,985

 負債合計   630,426  826,940

純資産の部         

 株主資本         

  資本金   767,150  781,312

  資本剰余金   420,149  14,162

  利益剰余金   △1,505,427  △488,732

  自己株式   －  △32

  株主資本合計   △318,128  306,710

 その他の包括利益累計額         

  為替換算調整勘定   △32,034  －

  その他の包括利益累計額合計   △32,034  －

 新株予約権   293  11,669

 少数株主持分   8,374  －

 純資産合計   △341,496  318,379

負債純資産合計   288,930  1,145,320
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    【第３四半期連結累計期間】 

 （単位：千円）

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

  

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年７月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高 522,409  810,337

売上原価 209,304 628,837

売上総利益 313,104 181,499

販売費及び一般管理費 

 役員報酬 44,843 26,985

 給料 78,465 28,459

 支払手数料 60,136 17,111

 研究開発費 53,868 －

 減価償却費 2,514 9,875

 のれん償却額 － 10,720

 その他 121,866 52,029

 販売費及び一般管理費合計 361,694 145,182

営業利益又は営業損失（△） △48,589 36,316

営業外収益 

 受取利息 341 12

 その他 340 452

 営業外収益合計 682 465

営業外費用 

 支払利息 8,780 5,861

 支払手数料 7,898 6,017

 為替差損 17,279 5,108

 貸倒引当金繰入額 － 17,952

 その他 21 3,357

 営業外費用合計 33,980 38,297

経常損失（△） △81,887 △1,515

特別利益 

 貸倒引当金戻入額 1,540 －

 新株予約権戻入益 1,115 －

 事業譲渡益 83,720 －

 特別利益合計 86,375 －

特別損失 

 固定資産除却損 5 －

 減損損失 8,360 －

 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,707 －

 事務所移転費用 － 11,597

 特別損失合計 12,072 11,597

税金等調整前四半期純損失（△） △7,583 △13,113

法人税、住民税及び事業税 3,509 451

法人税等調整額 － △3,995

法人税等合計 3,509 △3,543

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △11,093 △9,569

少数株主損失（△） △52  －

四半期純損失（△） △11,040  △9,569
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    【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

  

  

四半期連結包括利益計算書

  

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年７月１日 

 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△）   △11,093  △9,569

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定   15,190 －

 その他の包括利益合計   15,190 －

四半期包括利益   4,096 △9,569

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益   4,149 △9,569

 少数株主に係る四半期包括利益 △52 －

-9-



当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円を計

上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の債務超過

になっております。当該状況により、当社グループにおいては継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、WWB株式会社（以下、WWBという）との逆取得とな

る株式交換により、WWB株式会社の財務諸表に当社を被取得企業とするパーチェス法を適用したことから、当第３四半

期連結会計期間末の純資産については318,379千円の資産超過となりましたが、損益の状況については、経常損失1,515

千円、四半期純損失9,569千円を計上しております。また、当社の借入金425,778千円については借入先とは６ヶ月毎に

期日更新を行ってきており、現在の当社グループの手元資金及び今後１年間の資金繰り見込みにおいては、今後もこの

借入金についての期日更新が当社グループの事業継続の前提となります。当第３四半期連結会計期間においては、リア

ルコム単体の収益が回復したこと等により、連結の収益状況は改善傾向にあるものの、当社グループにおいては依然と

して継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、引き続き、以下の施策に取り組んでおります。 

  

  ①WWBとの株式交換実施と今後の収益力への取り組み 

当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、リアルコム株式会社とWWBとの株式交換契約(以下、本

株式交換契約という)につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生しております。本株式交換により、

当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBを通じて、リアルコムは太陽光発電（ソ

ーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み出す企業体を目指してまい

ります。 

  

  ②本株式交換後の事業の進捗状況 

リアルコム単体においては、今年度に入り国内事業における選択と集中を進めてきた過程で、第２四半期累計期

間では営業損失を計上しておりますが、第３四半期以降においてはSharePoint関連事業での売上増加や経費構造の

改善、本株式交換によるWWBとの管理コストの共有化により、第３四半期累計期間の営業損失は縮小しております。 

WWBにおいては、既存事業である建機販売事業においては、円高の影響等により計画を下回っている状況ですが、

新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業では、J-PEC認証取得の遅れから事業の立ち上がりが遅れたものの、販

売体制の構築を徐々に進めており、実際に2月及び3月において各月70,000千円規模の受注を獲得（両受注分の売上

は３月計上）するなど、順調な立ち上がりを見せております。 

  

  ③財務基盤の強化 

１．のれんについて 

本株式交換に際して会計上の処理として、逆取得になることにより発生したのれんについては、リアルコム単

体において収益改善を達成することにより、今期末においては、そののれんの価値を維持することが可能とな

り、その場合、連結財務諸表上資産超過の状況が見込まれ、当社の重要な課題であった債務超過が解消となりま

す。しかしながら、リアルコムの事業の状況の急激な悪化によりのれんの評価に重大な影響を及ぼし、債務超過

解消が達成出来ない可能性も残っており、リアルコム単体の今期業績達成が債務超過解消においては重要となり

ます。 
  

２．資金繰りについて 

リアルコム単体の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社

グループの事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 また、従前か

らの事業上の課題であったソフトウェア保守料収入の入金サイクルから生じる季節的な運転資金増加への対応と

いう問題は依然課題として残っております。例年ソフトウェアの保守料収入の入金の時期が4月及び5月末に集中

していることにより、12月から4月末にかけて運転資金増加による資金需要が発生することから同期間は資金タイ

トな状況にあります。本株式交換によるWWBとのグループ化によりグループ内での資金融通が可能となり、一部前

述の資金需要に対応はできるものの、WWBの事業の状況によってはグループ内の資金融通による季節運転資金の確

保が難しい状況となります。 

 WWBの資金状況については、前述のように足元、事業は堅調に推移しており、仕入資金確保についても、取引先

との決済条件の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行ってはいるものの、機動的に仕入の対応が可能

となる資金確保、もしくは事業が予定通り進捗しない場合の資金状況悪化に備えるための資金確保が必要な状況

となっております。 

 従って、グループ全体としては、リアルコム、WWBの両社における資金の機動的な融通、リアルコム及びWWBの

取引銀行との現在の返済条件の維持や今後の返済に関する協議を含めた協力関係維持を行い、また追加での資金

（３）継続企業の前提に関する注記
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調達を行うことが、グループ全体として安定した事業運営のために必要であると認識しております。 

  

  ④資金調達について 

当社は平成24年3月27日付けで、MW投資事業有限責任組合を割当先とした、新株予約権発行及び同行使による調達

総額70,000千円の新株予約権の発行を行い、同日に新株予約権発行により19,600千円、3月31日に新株予約権一部行

使により20,394千円の調達を実行いたしました。残りの新株予約権について当社はMW投資事業有限責任組合に対し

て行使要請を行う権利を保有しており、平成24年6月末までに30,006千円を調達する予定であります。これらの調達

資金については、グループにおける運転資金及び事務所移転費用として活用する予定であります。 

  

しかしながら、上記施策については取組の途上であり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと

予想されることから、取組が予定通りに進捗しない場合には、当社グループの財務状況は悪化する可能性もあることか

ら、現時点では継続企業の前提に関する不確実性が認められます。 

  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 
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 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日 至 平成24年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

(注）１．セグメント利益又は損失の調整額△10,720千円はのれんの償却額です。 

   ２．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社（以下、「WWB」という）を株式交換

完全子会社とする株式交換を実施いたしました。この結果、従来、当社グループはＩＴ事業の単一事業のみを営

んでいたことから所在地別情報を報告セグメントとしていましたが、第２四半期連結累計期間の報告セグメント

より、当社が営むソフトウェアライセンス販売、システム構築、その他付帯サービスの提供に関する事業をＩＴ

事業として、WWBが営む建機の仕入・販売に関する事業を建機販売事業、太陽光発電システムの仕入・販売に関

する事業を太陽光発電（ソーラー）事業として、新たな報告セグメントの区分に変更することといたしました。

   また、当該株式交換は、企業結合会計上、WWBが当社を取得したものとする逆取得に該当します。そのため、

当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、WWBの第３四半期累計期間（平成23年６月１日から平成

24年２月29日）９ヶ月分の経営成績に、当社の４ヶ月分（平成23年12月１日から平成24年３月31日）の経営成績

を連結した金額となっております。これに伴い、当第３四半期連結累計期間について、WWBの営む「建機販売事

業」及び「太陽光発電(ソーラー)事業」は第３四半期累計期間の９ヶ月分の経営成績、当社の営む「ＩＴ事業」

は４ヶ月分の経営成績となっております。 

   なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 当社は平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社(以下、WWBという)を株式交換完全子会

社とする株式交換を実施いたしました。この結果、前連結会計年度の末日に比して当第３四半期連結会計期間の

報告セグメントの資産の金額は建機販売事業及び太陽光発電（ソーラー）事業において377,703千円増加してお

ります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「IT事業セグメント」において、本社事務所の移転の意思決定に伴い、廃棄する予定の固定資産について帳簿価額

を回収可能価額まで減損計上しております。なお、減損損失は当第３四半期連結累計期間において事務所移転費

用に含めて計上しており、6,278千円であります。 

  

  

（４）セグメント情報等

  

  
IT事業 

建機 
販売事業 

太陽光発電 
（ソーラー）

事業 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

(1）外部顧客への売上高  180,953  604,866  24,517  810,337  －  810,337

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  180,953  604,866  24,517  810,337  －  810,337

セグメント利益又は 

損失（△） 
 49,280  6,481  △8,724  47,037  △10,720  36,316
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 当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社を株式交換完全子会社とする株

式交換を実施いたしました。当該株式交換は企業結合会計上の「逆取得」に該当し、当社が被取得企業、

WWB株式会社が取得企業となるため、当社の連結上の資産・負債を時価評価した上で、WWB株式会社の連結貸

借対照表に引き継いでおります。このため、当第３四半期連結累計期間の株主資本の期首残高はWWB株式会

社の期首残高となっており、当社の株主資本の前連結会計年度の期末残高と当第３四半期連結累計期間の株

主資本の期首残高との間には連続性がなくなっております。 

 当第３四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由及びその金額は次のとおりでありま

す。 

（単位：千円）

  （注）１．「被取得企業の期首残高」は、当社（連結）の期首残高を記載しております。 

     ２．「取得企業の期首残高」は、WWB株式会社の期首残高を記載しております。 

     ３．「株式交換による増減」は、WWB株式会社を取得企業、当社を被取得企業としてパーチェス法を適用した

ことによる増減であります。 

     ４．「新株発行による増加」は、新株予約権の行使による増加であります。 

    

  当第３四半期連結会計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高  767,150  420,149  △1,505,427  －  △318,128

被取得企業の期首残高

（注）１ 
 △767,150  △420,149  1,505,427  －  318,128

取得企業の期首残高

（注）２ 
 50,000  －  26,128  －  76,128

第３四半期連結累計期間

中の変動額 
 

株式交換による増減

（注）３ 
 717,150  －  △505,290  △32  211,827

新株発行による増加

（注）４ 
 14,162  14,162  －  －  28,325

四半期純損失  △9,569   △9,569

第３四半期連結累計期間

中の変動額合計 
 731,312  14,162  △514,860  △32  230,582

第３四半期連結累計期間

末残高 
 781,312  14,162  △488,732  △32  306,710

（６）重要な後発事象
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 （１）経営管理上重要な指標の推移 

  

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。  

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．第12期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

５．当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社を株式交換完全子会社とする株式

交換を実施しました。当該株式交換は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12

月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 平成20年12月26日）上は「逆取得」に該当するため、WWB株式会社の連結貸借対照表に当社の連結上の

資産、負債を時価で引き継いでおります。この影響で第13期第３四半期連結累計期間の純資産額及び総資産

額は大幅に変動しております。 

  

 （２）研究開発活動 

 当社グループでは、ナレッジマネジメント・情報共有に特化したソフトウェアの開発を進めております。なお、

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

 （３）主要な連結子会社の業績の概況 

 当社及び連結子会社の業績の概況については、セグメント情報及び連結経営成績に関する定性的情報において記

載しております。 

  

５．補足情報

回次 
第12期 

第３四半期 
連結累計期間 

第13期 
第３四半期 
連結累計期間 

第12期 

会計期間 

自平成22年 
７月１日 
至平成23年 
３月31日 

自平成23年 
７月１日 
至平成24年 
３月31日 

自平成22年 
７月１日 
至平成23年 
６月30日 

売上高（千円）  522,409  810,337  700,071

経常損失（△）（千円）  △81,887  △1,515  △120,325

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △11,040  △9,569  △23,814

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 4,096  △9,569  242

純資産額（千円）  △336,470  318,379  △341,496

総資産額（千円）  180,957  1,145,320  288,930

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
 △682.72  △407.78  △1,472.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  △190.2  26.8  △121.2

回次 
第12期 

第３四半期 
連結会計期間 

第13期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成23年１月１日 
至平成23年３月31日 

自平成24年１月１日 
至平成24年３月31日 

１株当たり四半期純利益及び純損
失金額（△）（円） 

 4,525.03  △439.88

-14-



平成24年6月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 
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1.  平成24年6月期第3四半期の連結業績（平成23年7月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期第3四半期 523 0.2 △22 ― △56 ― △67 ―
23年6月期第3四半期 522 △8.5 △48 ― △81 ― △11 ―

（注）包括利益 24年6月期第3四半期 △64百万円 （―％） 23年6月期第3四半期 4百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年6月期第3四半期 △2,880.42 ―
23年6月期第3四半期 △682.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期第3四半期 1,124 299 25.6 8,600.64
23年6月期 288 △341 △121.2 △21,652.47
（参考） 自己資本   24年6月期第3四半期  287百万円 23年6月期  △350百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年6月期 ― 0.00 ―
24年6月期（予想） 0.00 0.00

3.  平成24年6月期の連結業績予想（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 1,388 98.3 30 ― 10 ― 1 ―

【訂正前】



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  
（注）詳細は、添付資料P.2「その他の情報」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対
する四半期レビュー手続きが実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいており、リスクと不確実性を含んでいます。従いまして、今後の当社グループの事業領域をとり
まく経済情勢、市場の動向、為替の変動等により、実際の業績が現状の業績見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期3Q 33,477 株 23年6月期 16,172 株
② 期末自己株式数 24年6月期3Q 2 株 23年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年6月期3Q 23,468 株 23年6月期3Q 16,172 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から回復基調となってきているものの、

欧州における信用不安や長期化する円高等により、経済全体の先行きに対する見通しは依然として厳しいものとな

っております。 

こうした状況の中、当社グループは、前連結会計年度に懸案であった赤字海外事業の閉鎖に続き、収益力強化及

び財務基盤の強化を目指し、WWBとの株式交換契約を締結し、平成23年11月24日開催の当社臨時株主総会におい

て、リアルコム株式会社とWWBとの株式交換契約につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生してお

ります。本株式交換により、当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBの子会社化

を通じて、リアルコムは太陽光発電（ソーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続し

て収益を生み出す企業体を目指してまいります。なお、当第３四半期連結累計期間においては、WWBの集計は企業

結合後の平成23年12月1日～平成24年2月29日の3ヶ月間の収益が反映されております。 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの事業の状況としては、当社単体（IT事業）においては第３四

半期に入りSharePoint関連事業の売上増加や収益を圧迫していたコンサル事業縮小に伴う外注費や不稼動人員の労

務費などの費用が収束したことによるコスト減効果等により第２四半期連結累計期間比で大幅な収益改善の傾向を

見せたことや、WWBの建機販売事業及びソーラー事業の売上及び収益が加わったことにより、連結ベースでは営業

損益において第２四半期連結累計期間の49,042千円の損失から当第３四半期連結累計期間の22,014千円の損失へと

損失幅が縮小しておりますが、事業収益以外においては、営業外費用として、グループにおける運転資金確保のた

めの新株予約権による第三者割当増資に係る資金調達費用の計上等6,112千円及び前連結会計年度における米国事

業売却代金の回収遅延に伴う貸倒引当金繰入等18,352千円や特別損失として事務所移転関連費用11,354千円等の計

上を行っております。また、連結処理としてWWB株式会社との株式交換により発生したのれんの償却費10,591千円

を計上しております。結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は523,592千円(前年同期比0.2%増)、営業損失

22,014千円（前年同期48,589千円）、経常損失56,836千円（前年同期81,887千円）、税金等調整前四半期純損失

65,815千円（前年同期7,583千円）、四半期純損失67,597千円（前年同期11,040千円）となっております。 

 また、報告セグメントについては、前連結累計期間においては「日本」、「北米」の2区分としておりました

が、Realcom U.S., Inc.及びRealcom Technology India private Limitedを連結の範囲から除外したこと及び株式

交換によるWWB株式会社の子会社化により、当第3四半期連結累計期間より、「IT事業」、「建機販売事業」、「太

陽光発電（ソーラー）事業」の区分としております。 

  

１．IT事業  

当社主力製品「KnowledgeMarket」の新規のお客様への導入や保守運用サービス、子会社オージェテクノロジ

ー株式会社において製品導入があった結果、売上高は348,499千円（前年同期比33.3％減）となりました。 

  

２．建機販売事業  

WWB社において、新品・中古建機を国内及び海外に販売した結果、売上高は164,269千円となりました。 

  

３．太陽光発電（ソーラー）事業 

WWB社においてソーラーパネルを提供した結果、売上高は10,824千円となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間末の総資産は、1,124,940千円であり、前連結会計年度末と比較して836,010千円増加

しております。これは主に、WWB株式会社との株式交換により受け入れた資産合計345,966千円及びのれんの増加

635,509千円によるものであります。 

当第３四半期連結累計期間末の負債合計は825,365千円であり、前連結会計年度末と比較して194,939千円増加し

ております。これは主に、WWB株式会社との株式交換により引き受けた負債合計278,457千円によるものでありま

す。なお、当第３四半期連結累計期間末における有利子負債残高は、596,442千円となっております。 

当第３四半期連結累計期間末における純資産合計は299,575千円（前連結会計年度末比641,071千円の増加）とな

りました。これは主に、WWB株式会社との株式交換により発生したのれん635,509千円が増加したこと等によるもの

であります。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円

を計上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の

債務超過になっております。当該状況により、前連結会計年度末において、当社グループにおいては継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、

WWB株式会社（以下、WWBという）との株式交換に伴うのれんの発生等により、当第３四半期連結会計期間末の純資

産については299,575千円の資産超過となり、また事業の状況についても当第３四半期連結会計期間よりWWBの収益

が加わったこと等により、営業損失22,014千円、経常損失56,836千円、四半期純損失67,597千円を計上しておりま

す。当第３四半期連結会計期間においては、当第３四半期連結累計期間にからリアルコム単体の収益回復したこと

やWWBの収益が加わったことにより、連結の収益状況は改善傾向にあるものの、当社グループにおいては依然とし

て継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当社グループは、当該状況を

解消すべく、各施策に取り組んでおります。 

平成24年6月期の業績の見通しにつきしては、各施策への取り組み状況を精査した上で、その状況に応じて、平

成23年11月30日開示の「業績予想開示に関するお知らせ」で開示しております業績予想を変更する可能性がござい

ます。   

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 WWB株式会社は、株式交換により完全子会社となったため、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めてお

ります。 

   

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

   

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

   

当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円を計

上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の債務超過

になっております。当該状況により、当社グループにおいては継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、WWB株式会社（以下、WWBという）との株式交換に

伴うのれんの発生等により、当第３四半期連結会計期間末の純資産については299,575千円の資産超過となり、また事

業の状況についても当第３四半期連結会計期間よりWWBの収益が加わったこと等により、営業損失22,014千円、経常損

失56,836千円、四半期純損失67,597千円を計上しております。当第３四半期連結会計期間においては、リアルコム単体

の収益回復したことやWWBの収益が加わったことにより、連結の収益状況は改善傾向にあるものの、当社グループにお

いては依然として継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、引き続き、以下の施策に取り組んでおります。 

  

（１） WWBとの株式交換実施と今後の収益力への取り組み 

当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、リアルコム株式会社とWWBとの株式交換契約(以下、本

株式交換契約という)につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生しております。本株式交換により、

当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBを通じて、リアルコムは太陽光発電（ソ

ーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み出す企業体を目指してまい

ります。 

２．サマリー情報（その他）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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（２） 本株式交換後の事業の進捗状況 

リアルコム単体においては、今年度に入り国内事業における選択と集中を進めてきた過程で、第２四半期連結累

計期間では営業損失44,565千円を計上しておりますが、第３四半期以降においてはSharePoint関連事業での売上増

加や経費構造の改善、本株式交換によるWWBとの管理コストの共有化により、第３四半期連結累計期間の営業損失は

5,453千円まで縮小しております。 

WWBにおいては、既存事業である建機販売事業においては、円高の影響等により計画を下回っている状況ですが、

新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業では、J-PEC認証取得の遅れから事業の立ち上がりが遅れたものの、販

売体制の構築を徐々に進めており、実際に2月及び3月において各月70,000千円規模の受注を獲得（両受注分の売上

は３月計上）するなど、順調な立ち上がりを見せております。 

  

（３）財務基盤の強化 

① のれんについて 

本株式交換に際して会計上の処理として、逆取得になることにより発生したのれんについては、リアルコム単

体において収益改善を達成することにより、今期末においては、そののれんの価値を維持することが可能とな

り、その場合、連結財務諸表上資産超過の状況が見込まれ、当社の重要な課題であった債務超過が解消となりま

す。しかしながら、リアルコムの事業の状況の急激な悪化によりのれんの評価に重大な影響を及ぼし、債務超過

解消が達成出来ない可能性も残っており、リアルコム単体の今期業績達成が債務超過解消においては重要となり

ます。 

  

② 資金繰りについて 

リアルコム単体の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社

グループの事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 また、従前か

らの事業上の課題であったソフトウェア保守料収入の入金サイクルから生じる季節的な運転資金増加への対応と

いう問題は依然課題として残っております。例年ソフトウェアの保守料収入の入金の時期が4月及び5月末に集中

していることにより、12月から4月末にかけて運転資金増加による資金需要が発生することから同期間は資金タイ

トな状況にあります。本株式交換によるWWBとのグループ化によりグループ内での資金融通が可能となり、一部前

述の資金需要に対応はできるものの、WWBの事業の状況によってはグループ内の資金融通による季節運転資金の確

保が難しい状況となります。 

WWBの資金状況については、前述のように足元、事業は堅調推移しており、仕入資金確保についても、取引先と

の決済条件の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行ってはいるものの、機動的に仕入の対応が可能と

なる資金確保、もしくは事業が予定通り進捗しない場合の資金状況悪化に備えるための資金確保が必要な状況と

なっております 

従って、グループ全体としては、リアルコム、WWBの両社における資金の機動的な融通、リアルコム及びWWBの

取引銀行との現在の返済条件の維持や今後の返済に関する協議を含めた協力関係維持を行い、また追加での資金

調達を行うことが、グループ全体として安定した事業運営のために必要であると認識しております。 

  

（４）資金調達について 

当社は平成24年3月27日付けで、MW投資事業有限責任組合を割当先とした、新株予約権発行及び同行使による調達

総額70,000千円の新株予約権の発行を行い、同日に新株予約権発行により19,600千円、3月31日に新株予約権一部行

使により20,400千円の調達を実行いたしました。残りの新株予約権について当社はMW投資事業有限責任組合に対し

て行使要請を行う権利を保有しており、平成24年6月末までに30,000千円を調達する予定であります。これらの調達

資金については、グループにおける運転資金及び事務所移転費用として活用する予定であります。 

  

しかしながら、上記施策については取組の途上であり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと

予想されることから、取組が予定通りに進捗しない場合には、当社グループの財務状況は悪化する可能性もあることか

ら、現時点では継続企業の前提に関する不確実性が認められます。 

  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません  
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 95,107 21,342

売掛金 114,086 118,226

商品及び製品 － 292,744

仕掛品 2,698 570

原材料及び貯蔵品 61 86

その他 48,401 24,884

貸倒引当金 △1,250 △870

流動資産合計 259,105 456,985

固定資産   

有形固定資産 15,112 13,663

無形固定資産   

のれん － 624,917

その他 1,727 2,000

無形固定資産合計 1,727 626,918

投資その他の資産   

関係会社長期貸付金 － 235,193

関係会社長期未収入金 － 22,078

その他 12,983 13,057

貸倒引当金 － △242,956

投資その他の資産合計 12,983 27,373

固定資産合計 29,824 667,955

資産合計 288,930 1,124,940

負債の部   

流動負債   

買掛金 25,084 80,865

短期借入金 425,778 464,778

1年内返済予定の長期借入金 － 26,370

未払金 32,502 47,675

未払法人税等 5,264 994

未払消費税等 6,407 15,378

前受金 122,217 37,351

事業整理損失引当金 8,313 －

その他 4,701 8,967

流動負債合計 630,269 682,380

固定負債   

長期借入金 － 105,294

その他 156 37,691

固定負債合計 156 142,985
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

負債合計 630,426 825,365

純資産の部   

株主資本   

資本金 767,150 781,312

資本剰余金 420,149 14,162

利益剰余金 △1,505,427 △507,536

自己株式 － △32

株主資本合計 △318,128 287,906

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △32,034 －

その他の包括利益累計額合計 △32,034 －

新株予約権 293 11,669

少数株主持分 8,374 －

純資産合計 △341,496 299,575

負債純資産合計 288,930 1,124,940
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 522,409 523,592

売上原価 209,304 323,212

売上総利益 313,104 200,380

販売費及び一般管理費   

役員報酬 44,843 45,488

給料 78,465 38,789

支払手数料 60,136 32,818

研究開発費 53,868 734

減価償却費 2,514 4,907

のれん償却額 － 10,591

その他 121,866 89,063

販売費及び一般管理費合計 361,694 222,394

営業損失（△） △48,589 △22,014

営業外収益   

受取利息 341 32

その他 340 221

営業外収益合計 682 254

営業外費用   

支払利息 8,780 9,772

支払手数料 7,898 2,755

為替差損 17,279 794

貸倒引当金繰入額 － 18,352

その他 21 3,401

営業外費用合計 33,980 35,076

経常損失（△） △81,887 △56,836

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,540 －

新株予約権戻入益 1,115 293

関係会社株式売却益 － 2,082

事業譲渡益 83,720 －

特別利益合計 86,375 2,376

特別損失   

固定資産除却損 5 －

減損損失 8,360 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,707 －

事務所移転費用 － 11,354

特別損失合計 12,072 11,354

税金等調整前四半期純損失（△） △7,583 △65,815

法人税、住民税及び事業税 3,509 847

法人税等調整額 － △2,567
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年３月31日) 

法人税等合計 3,509 △1,719

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △11,093 △64,095

少数株主利益又は少数株主損失（△） △52 3,502

四半期純損失（△） △11,040 △67,597
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △11,093 △64,095

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 15,190 －

その他の包括利益合計 15,190 －

四半期包括利益 4,096 △64,095

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,149 △67,597

少数株主に係る四半期包括利益 △52 3,502
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当社グループは、前連結会計年度において営業損失76,853千円、経常損失120,325千円、当期純損失23,814千円を計

上いたしました。４期連続で当期純損失を計上することとなり、前連結会計年度末の純資産は341,496千円の債務超過

になっております。当該状況により、当社グループにおいては継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、WWB株式会社（以下、WWBという）との株式交換に

伴うのれんの発生等により、当第３四半期連結会計期間末の純資産については299,575千円の資産超過となり、また事

業の状況についても当第3四半期連結会計期間よりWWBの収益が加わったこと等により、営業損失22,014千円、経常損失

56,836千円、四半期純損失67,597千円を計上しております。当第3四半期連結会計期間においては、リアルコム単体の

収益回復したことやWWBの収益が加わったことにより、連結の収益状況は改善傾向にあるものの、当社グループにおい

ては依然として継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、引き続き、以下の施策に取り組んでおります。 

  

  ① WWBとの株式交換実施と今後の収益力への取り組み 

当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、リアルコム株式会社とWWBとの株式交換契約(以下、本

株式交換契約という)につき承認決議され、同月29日に本株式交換の効力が発生しております。本株式交換により、

当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、WWBを通じて、リアルコムは太陽光発電（ソ

ーラー）事業に参入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み出す企業体を目指してまい

ります。 

  

  ② 本株式交換後の事業の進捗状況 

リアルコム単体においては、今年度に入り国内事業における選択と集中を進めてきた過程で、第２四半期連結累

計期間では営業損失44,565千円を計上しておりますが、第３四半期以降においてはSharePoint関連事業での売上増

加や経費構造の改善、本株式交換によるWWBとの管理コストの共有化により、第３四半期連結累計期間の営業損失は

5,453千円まで縮小しております。 

WWBにおいては、既存事業である建機販売事業においては、円高の影響等により計画を下回っている状況ですが、

新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業では、J-PEC認証取得の遅れから事業の立ち上がりが遅れたものの、販

売体制の構築を徐々に進めており、実際に2月及び3月において各月70,000千円規模の受注を獲得（両受注分の売上

は３月計上）するなど、順調な立ち上がりを見せております。 

  

   ③ 財務基盤の強化 

１．のれんについて 

本株式交換に際して会計上の処理として、逆取得になることにより発生したのれんについては、リアルコム単

体において収益改善を達成することにより、今期末においては、そののれんの価値を維持することが可能とな

り、その場合、連結財務諸表上資産超過の状況が見込まれ、当社の重要な課題であった債務超過が解消となりま

す。しかしながら、リアルコムの事業の状況の急激な悪化によりのれんの評価に重大な影響を及ぼし、債務超過

解消が達成出来ない可能性も残っており、リアルコム単体の今期業績達成が債務超過解消においては重要となり

ます。 

  

２．資金繰りについて 

リアルコム単体の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社

グループの事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 また、従前か

らの事業上の課題であったソフトウェア保守料収入の入金サイクルから生じる季節的な運転資金増加への対応と

いう問題は依然課題として残っております。例年ソフトウェアの保守料収入の入金の時期が4月及び5月末に集中

していることにより、12月から4月末にかけて運転資金増加による資金需要が発生することから同期間は資金タイ

トな状況にあります。本株式交換によるWWBとのグループ化によりグループ内での資金融通が可能となり、一部前

述の資金需要に対応はできるものの、WWBの事業の状況によってはグループ内の資金融通による季節運転資金の確

保が難しい状況となります。 

WWBの資金状況については、前述のように足元、事業は堅調推移しており、仕入資金確保についても、取引先と

の決済条件の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行ってはいるものの、機動的に仕入の対応が可能と

なる資金確保、もしくは事業が予定通り進捗しない場合の資金状況悪化に備えるための資金確保が必要な状況と

なっております 

従って、グループ全体としては、リアルコム、WWBの両社における資金の機動的な融通、リアルコム及びWWBの

取引銀行との現在の返済条件の維持や今後の返済に関する協議を含めた協力関係維持を行い、また追加での資金

調達を行うことが、グループ全体として安定した事業運営のために必要であると認識しております。 

（３）継続企業の前提に関する注記
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   ④ 資金調達について 

当社は平成24年3月27日付けで、MW投資事業有限責任組合を割当先とした、新株予約権発行及び同行使による調達

総額70,000千円の新株予約権の発行を行い、同日に新株予約権発行により19,600千円、3月31日に新株予約権一部行

使により20,400千円の調達を実行いたしました。残りの新株予約権について当社はMW投資事業有限責任組合に対し

て行使要請を行う権利を保有しており、平成24年6月末までに30,000千円を調達する予定であります。これらの調達

資金については、グループにおける運転資金及び事務所移転費用として活用する予定であります。 

  

しかしながら、上記施策については取組の途上であり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと

予想されることから、取組が予定通りに進捗しない場合には、当社グループの財務状況は悪化する可能性もあることか

ら、現時点では継続企業の前提に関する不確実性が認められます。 

  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

       当第３四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日 至 平成24年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

     （単位：千円）     

(注）１．セグメント損失の調整額△10,591千円はのれんの償却額です。 

   ２．セグメント損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 報告セグメントは、従来、「日本」及び「北米」の２区分により分類しておりましたが、第１四半期連結累計

期間よりRealcom U.S.,Inc.及びRealcom Technology India Private Limitedを連結の範囲から除外したことに

伴い、「日本」の１区分に変更しておりました。 

  また、当社は平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社(以下、「WWB」という)を株式交

換完全子会社とする株式交換を実施しました。 

  この結果、従来、IT事業の単一事業のみを営んでいたことから所在地別情報を報告セグメントとしていました

が、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントより、当社及びオージェテクノロジー株式会社が営むライセン

ス販売やコンサルティングサービスの提供に関する事業をIT事業として、WWBが営む中古建機の仕入・販売に関

する事業を建機販売事業、太陽光発電システムの仕入・販売に関する事業を太陽光発電（ソーラー）事業とし

て、新たな報告セグメントの区分に変更することといたしました。 

  なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 当社は平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社(以下、WWBという)を株式交換完全子会

社とする株式交換を実施いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間末より、WWBの事業である建機販

売事業及び太陽光発電（ソーラー）事業が当社グループ事業に加わっております。これにより、前連結会計年度

の末日に比して当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は354,930千円増加しております。 

（４）セグメント情報等

  

  

  

IT事業 
建機   

販売事業 

太陽光発電 
（ソーラー）

事業 

合計 
   

調整額 
(注)１  

  

四半期連結
損益計算書
計上額  
(注)２ 

(1）外部顧客への売上高  348,499  164,269  10,824  523,592  －  523,592

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  348,499  164,269  10,824  523,592  －  523,592

セグメント損失（△）  △2,282  △5,136  △4,003  △11,422  △10,591  △22,014
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４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

     「IT事業セグメント」において、本社事務所の移転の意思決定に伴い、廃棄する予定の固定資産について帳簿

価額を回収可能価額まで減損計上しております。なお、減損損失は当第３四半期連結累計期間において事務所移

転費用に含めて計上しており、6,278千円であります。  

   

 当社の連結子会社であったRealcom U.S.,Inc及びRealcom Technology India Private Limitedを第１四半期連

結会計期間より連結の範囲から除外したことに伴い、利益剰余金が減少しております。 

 また、当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社を株式交換完全子会社とする

株式交換を実施いたしました。当該株式交換は企業結合会計上の「逆取得」に該当し、当社が被取得企業、WWB

株式会社が取得企業となります。 

 当第３四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由及びその金額は次のとおりであります。

（単位：千円）

  （注）１．「連結範囲の変動」は、Realcom U.S.,Inc及びRealcom Technology India Private Limitedを連結の範囲

から除外したことによる変動であります。 

     ２．「株式交換による増減」は、WWB株式会社を取得企業、当社を被取得企業としてパーチェス法を適用した

ことによる増減であります。 

     ３．「新株の発行による増加」は、新株予約権の行使による増減であります。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年３月31日） 

該当事項はございません。  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式  株主資本合計

当期首残高 767,150  420,149   △1,505,427   － △318,128

第３四半期連結累計期間

中の変動額 
 

 連結範囲の変動  

（注）１ 
  △33,040   △33,040

 株式交換による増減

（注）２ 
  △420,149 1,098,530   △32   678,349

 新株発行による増加

（注）３ 
 14,162   14,162 －   －   23,324

 四半期純損失   △67,597  △67,597

第３四半期連結累計期間

中の変動額合計 
  －  △405,986   997,891   △32   606,035

第３四半期連結累計期間

末残高 
 781,312   14,162   △507,536  △32   287,906

（６）重要な後発事象
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（１）経営管理上重要な指標の推移  

  

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。  

４．第12期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。   

５．当社は、平成23年11月29日付で当社を株式交換完全親会社、WWB株式会社を株式交換完全子会社とする株式

交換を実施しました。当該株式交換は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12

月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 平成20年12月26日）上は「逆取得」に該当するため、WWB株式会社の連結貸借対照表に当社の連結上の

資産、負債を時価で引き継いでおります。この影響で第13期第３四半期連結累計期間の純資産額及び総資産

額は大幅に変動しております。  

（２）研究開発活動 

 当社グループでは、ナレッジマネジメント・情報共有に特化したソフトウェアの開発を進めております。当第３四

半期連結累計期間においては、「Auge Access Watcher」に係る研究開発費は734千円であります。なお、当第３四半

期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

  

（３）主要な連結子会社の業績の概況 

  当社及び連結子会社の業績の概況については、セグメント情報及び連結経営成績に関する定性的情報において記載

しております。 

５．補足情報

回次 
第12期 

第３四半期 
連結累計期間 

第13期 
第３四半期 
連結累計期間 

第12期 

会計期間 

自平成22年 
７月１日 
至平成23年 
３月31日 

自平成23年 
７月１日 
至平成24年 
３月31日 

自平成22年 
７月１日 
至平成23年 
６月30日 

売上高（千円）  522,409  523,592  700,071

経常損失（△）（千円）  △81,887  △56,836  △120,325

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △11,040  △67,597  △23,814

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 4,096  △64,095  242

純資産額（千円）  △336,470  299,575  △341,496

総資産額（千円）  180,957  1,124,940  288,930

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
 △682.72  △2,880.42  △1,472.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  △190.2  25.6  △121.2

回次 
第12期 

第３四半期 
連結会計期間 

第13期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成23年１月１日 
至平成23年３月31日 

自平成24年１月１日 
至平成24年３月31日 

１株当たり四半期純利益及び純損
失金額（△）（円） 

 4,525.03  △210.56
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